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【論文要旨】
　In　1960，　Japanese　computer　manufacturers　were　able　to　conclude　an　agreement　with　IBM　in
terms　of　IBM　pioneer　patents．　This　was　one　of　the　most　important　factors　for　the　development　of　the
Japanese　computer　industry．　Then，　not　only　the　manufacturers　but　also　the　MITI　played　the　great
role　in　reaching　this　agreement．
　The　purposes　of　this　paper　are：且rst，　it　is　to　trace　the　agreement　in　details；second，　it　is　to　show
IBM’s　patent　strategy；third，　it　is　to　compare　the　Japanese　case　with　those　of　European　countries
concerning　the　foreign　capital　law　and　technological　tie－up．　In　conclusion，　this　article　showed　that
the　Japanese　computer　manufacturers　could　make　an　agreement　by　several　reasons　unique　to　Japan．
【キーワード】IBM基本特許（IBM　pioneer　patent），外貨送金（transfers　of　foreign　currency），
　　　　　　　外資法（foreign　capital　law），技術提携（technological　tie－up），クロスライセソ
　　　　　　　ス契約（cross　license　agreement）
1．はじめに
　本稿の課題は，1960年に米国のIBM社と日本のコソピュータ・メーカーにおいて結ばれた
IBMの基本特許の実施契約（以下，基本特許契約）の締結について，なぜ他国では同様の問題が
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生じなかったのかという関心から，そこに至る歴史的展開の詳細を明らかにすることにある。
　IBM基本特許問題は，1956年1月，日本アイ・ピー・エム株式会社（以下，日本IBM）が，
IBM全額出資の子会社IBMワールド・トレード・コーポレーション（以下，　IBM／WTC）との技
術提携を通産省に申請したことから始まる。IBMによる技術提携の申請はそれ自体を目的とした
ものでなく，それまで許可されていなかった日本IBMから親会社IBMへのロイヤリティの外貨
送金を外資法の適用により許可されることを目的としたものである。しかし，後述するように外貨
送金は認められなかった。
　一方，日本のコンピュータ・メーカー各社は，1950年代後半，その企業努力によりコンピュー
タの製造を可能なものとするが，それら開発した製品がIBMの登録していた基本特許に抵触し，
商用化できないという事態に陥ったため，メーカー各社はその実施権を得る必要にせまられてい
た。コンピュータ産業を重要産業と位置付けている通産省は，これを受けてIBMとの交渉を行う
が難航した。結果として正式に契約を取り交わしたのは4年以上経過した1960年末であった。
　IBMの基本特許の実施権をとりつけたことは非常に意義のあることであり，日本のコンピュー
タ産業発展を考える上ではずすことはできない。しかしながら，従来の研究では，それについてコ
ンピュータ発展史における一史実として紹介されたものは多数存在するが，その中身を掘り下げて
考察した研究は少ない1。
　本稿においてIBM基本特許問題を論じることの理由は，この基本特許問題が日本のコンピュー
タ産業発展になくてはならない重要な史実であり，同様の出来事が他国では起きなかったというこ
とに強い関心があるからである。もし，当時IBMが日本の特許庁を通して登録していた基本特許
と同様のものが他国でも登録されていたら，同じような問題が生じる可能性はかなり高いと考え
る。しかし，当時のIBMがアメリカ以外の国の企業2との間で基本特許に関する契約が結ばれた
事実はないとみられることから，本稿では，IBM基本特許問題に関する沿革，経緯，どのような
特許が登録されていたのか，契約内容はいかなるものだったのか等について詳細に示し，ヨーロッ
パの国々との事情と比較検討することで日本特有の事情を明らかにしたい。
　本稿の構成は次の通りである。まず2節で，IBMの歴史を示し，その子会社であるIBM／WTC
と日本IBMの沿革を示す。3節では，基本特許問題を考察するため，始めにIBMの特許部門につ
いて，次いで特許契約に至るまでにどのようなIBM特許が登録されていたかを示し，さらにIBM
基本特許契約締結の経緯及びその契約内容を詳述する。最後に，IBM基本特許契約に関する日本
特有の事情を他国との比較により検討する。
2．IBMとその子会社
　本節ではIBMの基本特許問題を検討する前提としてIBMの沿革を簡単に概観し，その子会社
IBM／WTC並びにIBM／WTCの子会社である日本IBMの歴史と位置付けを示し，　IBMの特許部
門がいかなるものであったか示すことで基本特許問題の根底にあるIBM側の状況を明らかにした
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い3。
　（1）IBMの歴史とIBM／WTCの設立
　IBMは1914年にT．　J．ワトソンによって創設され，その前身はコンピューティソグ・タビュレ
ーティング・レコーディソグ・カンパニー（以下，CTR）であった。　CTRからインターナショナ
ル・ビジネス・マシーソズに社名が変更されるのは1924年である。
　IBMIWTCはIBMの全額出資の子会社で，1949年（業務開始は1950年1月1日）に創設され
た4。IBM／WTCの設立により，米国以外の海外市場における生産・販売はIBM／WTCが担い，
米国IBMの本体は米国市場についての活動と，全体の親会社として全IBMのための資金調達，
研究・開発等を扱うこととなった。IBM／WTCの業績は表1の通りである。
　②　日本IBMの設立
　日本IBMは1937年6月17日，「日本ワットソン統計会計機械」として創立された。それ以前，
IBMホレリス統計機の代理店活動は森村商事が行っていたのだが，　IBMは日本市場に特別興味を
持っていなかったといえる。ワトソソSr．は海外市場についてはヨーロッパを注視しており，　IBM
本体からの指示・連絡は，2・3年に1回在庫の照会がある程度で市場拡大についての指導もな
く，市場調査に類することもいっさい実施されなかった。IBMの関心が日本に向けられるきっか
けとなったのは，米国でもまだ使用の少なかったIBM405会計機が日本の保険会社とレンタル契約
が相次いで成立したことによる。1936年，IBMのヨーロッパ・ディビジョンは日本での事業活動
の将来性およびそのあり方について本格的な調査を試み，その結果，日本に統計機市場の将来性が
あること，正式な法人を設立して日本へ進出することが有望であることなどが報告され，日本に
IBMの現地法人を設立することが決定した。
　日本IBM設立時の定款において事業内容は第3条に記された。その内容は「第3条　当会社ノ
目的トスル事業ハ左ノ如シ　1集計機，記録機，電気記入機並二計量機等凡テノ機械及方法ノ売
買並二賃貸　2特許，免許方法ノ取得利用　3右運用二付随或ハ関連スルー切ノ事業ヲ営ム」5と
あり，日本におけるIBMの営業業務を担当する会社として設立され，それにともなってIBM本
社との間に契約が結ばれた。その概要は次のとおりであった。「（1）日本ワットソン統計会計機械株
式会社（以下会社と略称する）は，IBMの諸統計会計機の賃貸代金の25パーセントをIBMに支払
うこと。（2）製表用のカード使用（Proceeds）の10パーセントをIBMに支払うこと。（3）会社はこれ
ら諸機械と同じタイプの輸入機械を販売ないし賃貸することはできない。（4）会社はIBMの諸機械
を製造することはできない。（5）会社の活動の領域は，日本の領土（Japanese　teritory）［原文のま
ま］をこえることはできない。（6）IBMは，会社の会計帳簿（account－books）ならびに賃貸する機
械の状況を常時監査（inspect）する権利をもつ。（7）会社は，帰属する固定資産の償却について
IBMの指示に従わなければならない。」6
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－117一
　以上のことからわかるように，設立当初は製造を行うことはIBMから許可されておらず，日本
IBMは代理店であった。そして，1942年，第二次世界大戦の最中，同社は敵国資産として全財産
を没収され活動中止となった。
　戦後，1949年，日本ワットソン統計会計機械は社名を「日本インターナショナル・ビジネス・
マシーンズ株式会社」に変更し，翌1950年に正式に業務を再開した。日本IBMはIBM製品を輸
入賃貸しアフターサービスを行うための子会社としてIBMの全額出資で復活した。販売台数の増
加につれて，日本IBMで部品加工，一部製品の生産などを行う必要性が強まり，段階を踏み，国
内でパソチカードシステム（以下，PCS）の製造を行うこととなった。　PCSの製造については，
日本国内に競合メーカーがないことと国内企業の事務効率向上の観点から政府も容認した。
　1959年，日本イソターナショナル・ビジネス・マシーンズは，「日本アイ・ピー・エム」に社名
変更した。
　（3）日本lBMとIBM／WTCの技術提携
　1949年，外資法施行前にIBMは復活した。同年，　IBM／WTCも設立され，親会社であるIBM
は特許，商標，商号および発明についての再実施権をIBM／WTCに付与した。そのため，1951年
8月14日付でIBM／WTCと日本IBMの間も，戦前の契約を踏襲した実施権契約が締結された。
　その契約ではIBM／WTCが与える「製品の開発・製造・応用および商業的適用・普及・使用・
維持およびサービスに関する広範な専門的技術知識および技能・経験・ノウハウ」7について，日
本IBMはIBM／WTCに対してロイヤリティを支払うことが規定されている。ロイヤリティは，
カードを除く製品の販売・サービス・賃貸および据付けに関して顧客に請求する額の10％相当で
あった。しかし，実際には，当時は外資法（「外資に関する法律」）に基づく許可を通産省から受け
ていなかったことから，ロイヤリティや配当の外貨送金はできなかった8。
　外国技術導入に関わる基本法は，「外為法」（「外国為替および外国貿易管理法」）である。外為法
は1949年（昭和24年）12月1日に公布され，これにより外国にたいする支払いは法令で認められ
る場合を除き禁止された。この「法令」とは外為法の例外法である外資法のことで，1950年（昭
和25年）5月10日に公布された9。その目的は日本経済の速やかな復興のための外国資本の積極的
な導入で，外資に対して様々な優遇措置を講じることでその目的を果たそうとしたもので，その一
つに「送金保証」があった。外資の導入が許可されるには，国際収支の改善に寄与するか，国内の
重要産業の発達に寄与する等の要件を満たす必要があった。具体的には，①技術援助契約により海
外の先端技術の導入に寄与すること，②株式（または持分）の取得を通して日本企業へ直接投資を
行うこと，③社債および受益証券取得をすること等があげられた。許可の条件としては，日本資本
との合弁会社で，日本企業の出資が51％以上でなければならなかった。日本IBMの場合，　IBMの
全額出資であるため，②の要件にも該当しないことから，日本IBMとIBM／WTC間で技術導入
契約を結んでも外貨送金が認められなかった。事情が理解できないIBM／WTCでは，その理由を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一118
知るべくIBM顧問弁護士に調査を委託し，その結果によって，それが日本政府の基本的な産業政
策にかかわる問題であることがわかった10。
　そこで日本IBMは，決算処理上はロイヤリティおよび配当金の相当額をIBM／WTCに対する
負債として貸借対照表上に累積した。IBM／WTCも当初は日本市場をそれほど重視していなかっ
たため，外為法で保障されている機械輸入代金の外貨支払いが増加していくことで満足していたと
みられる。同様に，外国為替に制限のある国に対するIBM／WTCの一般的な対策として，利益を
その国に累積してその国における営業を拡大するための資金，あるいは工場を建設するための資金
とした11。
表1　1BMの売上高
（単位：100万ドル，％）
総計（T）　　米国　　WTC（W）　w／T（％）　　日本（J）JIW（％）　J／T（％）
1956年
1957
1958
1959
1960
1961
1962
1963
1964
892
1，203
1，418
1，607
1，808
2，192
2，578
2，848
3，239
734
1，000
1，172
1，310
1，436
1，694
1，925
2，060
2，306
158
202
246
297
372
498
653
788
933
17．7％
16．8
17．3
18．5
20．5
22．7
25．3
27．7
28．8
5．4
63
8．5
10．9
15．9
23．8
383
51．4
66．1
3．4％
3．1
3．5
3．7
4．3
4．8
5．9
6。5
7．1
0．6％
0．5
0．6
0。7
0．9
1．1
1．5
1．8
2．0
出典：IBM　Corporation　‘‘Annual　Report”各年
　　日本経営史研究所編『日本アイ・ピー・エム50年史』日本アイ・ピー・エム，1988年，204頁，に加
　　筆した。
3．　lBMと日本メーカーによる基本特許契約
　企業がその発明で利潤を得るためは，その発明を特許申請・登録するだけでなく，特許管理，特
許戦略が必要となる。特許管理とは「企業が利潤の獲得をなすのに最も適切な効果を生むように特
許制度を利用する目的」である12。では，IBMでは特許管理を司る組織はいっごろから存在し，
どのような特許戦略を有していたのか。本節では，まずIBMの特許部門について明らかにし，次
にIBMがどのような特許を日本国内に登録したかを示す。
　（1）IBMの特許部門
　IBMにおける特許部門は1940年代に創設され，日本IBMでは，後述の通り，1958年に「特許
部」が新設された13。当時，IBMの特許部門はパテント・オペレーションズ（Patent　Operations）
と呼ばれていたが，現在は知的所有権部門（以下，IPL＝Intellectual　Property　Law）という組織
名となっている（図1）。職掌範囲は，IBMの業務に関する一切の知的所有権，すなわち特許（実
用新案を含む），意匠，商標，著作権等，あらゆる知的所有権を包括しており，1940年当時から
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図1　1BMの知的所有権部門（IPL）の組織
Corporate
Counsels
アジア・太平洋
　　地域
日本IPL
台湾IPL
韓国IPL
香港IPL
オーストラリアIPL
ヨーロツパ・中東
　アフリカ地域
E／ME／A
　IPL
フランスIPL
ドイツIPL
イギリスIPL
スイスIPL
オランダIPL
スウェーデンIPL
イタリアIPL
スペインIPL
南北アメリカ地域
（除くアメリカ本土）
CANADA／LA　　IPL
カナダIPL
ブラジルIPL
出典：頓宮孝一「IBMにおけるグローバルな知的所有権の保護と管理」『特許管理』Vol．41，　No．4，1991年，
　　418頁
注）当組織図の時期については，出典が1991年に掲載されたことから1980年代後半のものである推定される
1980年代後半まで（図1の組織図が論文に記載された時期から推測）は実質的に変っておらず14，
全世界の子会社を含む全IBMに共通して知的所有権の帰属・管理について，徹底した中央集中管
理を行っている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　IBMにおける中央集中管理とは，開発部門の従業員による発明・著作物その他の知的創作物に
ついての知的所有権がIBMに帰属し，　IBMに一括して帰属された知的所有権について，各子会社
は包括的にライセンスを受けるしくみを意味する。これを効果的に行うためにIBMでは次のこと
を定めている。（1）従業員と会社間で「機密情報および発明，著作物に関する同意書」を交わす。（2）
IBMとその各子会社間で，包括的な技術援助契約を結ぶ。（3）世界中の企業等との間で結ばれたラ
イセンス契約についても，IBMが供与を受けたものについてはそのほとんどが子会社ヘサブ・ラ
イセソスできる。（4）IBMの各子会社が第三者の知的所有権を侵害したとして第三者から請求があ
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った場合，IBMの費用で子会社を防御する。（5）商標も原則的にIBMによる集中管理を行う。（6）各
子会社は，上記の代償として，その売上げに応じた一定額をIBMに対しロイヤリティとして支払
う。各項目の補足説明として，（1）について，IBMの従業員は，その入社時に同意書を取り交わす
ことになっている。（2）について，各子会社との間で技術援助契約を結ぶことによって，IBMは各
子会社の研究開発費を出資する。そして，IBMの出資のもとでなされた研究開発の成果物である
知的所有権は，各子会社およびIBM自らの従業員によってIBMに譲渡され，　IBMが集中管理す
ることになっている。（5）について，商標のみならずIBMのイメージにつながるものは，決定に際
してIPLの承認が必要である15。本稿の主題であるIBM基本特許問題は，主に上記規定の（2），（6）
に関っている。
　ここで，IBMの特許管理に関する基本方針に触れておく。IBMの特許管理の根底にある思想は
Freedom　of　Actionの保証である。これは，「IBM　CORP，及びその子会社が製品を開発，製造，
販売するにあたって，他人の知的所有権が邪魔になってその開発，製造，販売活動の自由が阻害さ
れることのないよう，活動の自由を保証するような特許管理を行うこと」16を意味する。IBMの特
許管理には，このFreedom　of　Actionの保証を支える3つの柱が存在する。①選択的特許出願，
②特許ライセソスの公開（クロスライセソス），③製品の特許調査，である。
　①の選択的特許出願は，ライセソス・バリューの高い特許を取得することが重要であるという考
えから，それに値するもののみ特許出願するという方針を採っている。このことにより，特許性は
あっても特許出願しなかった発明について他人が特許出願をしたことによってIBMのFreedom
of　Actionが阻害されることがないように，　IBMでは，1950年代から，自主出版の公開技報ともい
えるIBM　Technical　z）乞so♂os％欺8％磁励［sic］（以下，　TDB）を毎月発行し，特許出願はしない発明
をこれに掲載して公知している。これは，米国の特許出願が先発明主義によるため意味を持つとと
もに，特許出願に関わる経費も削減できるものと考えられる。1980年代後半では，IBMが特許出
願として採用した発明は年間600～700件であり，一方，TDBに掲載した発明は年間8，000件以上
にのぼる。出願すべきか否かの選定は，その発明者の所属する研究所のマネジメソトと，その研究
所を管轄するIPLの共同作業でなされる。例えば，日本IBMの研究所から出された発明について
は，日本IBMの研究所の上層マネジメントと日本のIPLが共同で選定し，特許出願推薦・TDB
掲載・不採用のいずれかを決定する。特許出願に推薦されたものについては，IPLが公知技術，特
許性，ライセンス・バリュー等の専門的な観点から再評価し，推薦どおり特許出願するか，あるい
はTDBに掲載もしくは不採用にするかを最終的に決定するしくみとなっている。
　IBMのIPLでは，特許を5つの技術分野に大別し，分野ごとに1名の専任のパテソトアトー
ニー（IBM社内ではPatent　Portfolio　Manager，以下，　PPM）を任命している。1980年代後半は
IBM全体で計5名のPPMが任命されており，各PPMは，担当技術分野におけるIBMおよび他
社の特許情報・技術情報・事業活動情報を収集，把握している。これらの情報にもとついて，各国
のIPLで特許出願と決定された発明について，更に出願の妥当性，出願国の範囲，先行技術，特
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許請求の範囲の妥当性などについて同意または助言を行っている。PPMは，出願決定した発明に
ついてはその重要度やライセソス・バリューに応じて1から3までの3段階のランクをつける。
また，出願国の範囲については，各国の工業化の程度，GNP，競争の程度，　IBMによる事業活動
の程度等の要因により5段階のグループに分け，このランクとグループの組合せにより決定す
る。ほとんどの場合，少なくとも数力国に，重要なものは数十力国に出願することもある。
　PPMの同意を経て最終的に出願が決定された特許出願は，その発明が生まれた研究所を管轄す
るIPLが明細書を作成し，その国で第一国出願され，それを各国のIPLに送付して他の選定され
た出願国で出願される17。
　特許の維持・放棄については，各PPMが自己の担当技術分野における権利化されたIBM特許
の価値を主としてライセソス・バリューの観点から定期的に評価しなおし，ランクを上げ下げし，
このランクと国別グループの組合せで特許の維持・放棄の案を作成し，各国IPLに勧告する。各
国IPLはこれに基づき自己の管轄する国での特許の維持・放棄を判断する18。
　②の特許ライセンスの公開（クロスライセンス）について，IBMでは「古く1950年代から特許
のライセンスを公開すると共に，その見返りに他社とのクロスライセンスを進めてきた」19とされ
ているが，「1950年代」とは主にレミントン・ランド社との契約をさす。当時のIBMの基本方針
は，自社の特許，ノウハウなど技術的な資産は他社には公開しない，また，公開する場合にはクロ
スライセンスでというものであった。
　IBMでは，ロイヤリティについて，　IBMの全特許をカテゴリー1とカテゴリー皿に分け，カテ
ゴリー1には特にライセンス・バリューの高いものを選定し，表2のような料率を定めている。
本稿が扱う1960年頃においても同様の基本方針をIBMが持っていたか否かについては言及されて
いないため不明であるが，当時，通産省とIBMとの間でロイヤリティをどの程度とするかで話し
合いが難航した。詳細は後述する。
表2　1BMのロイヤリティに関する基本方針
カテゴリー1の特許　　カテゴリー皿の特許
特許1件実施　　　　　　製品の売上高の1％　　製品の売上高の1％
特許2件（以上）実施　　製品の売上高の2％　　製品の売上高の2％
特許3件以上実施　　　　　　　　一　　　　　　製品の売上高の3％
出典：頓宮孝一「IBMにおけるグローバルな知的所有権の保護と管理」
　　　『特許管理』Vol．41　No．41991年，424頁より作成。
注1：本表の内容は，論文が掲載された時期から推定して1980年代後半期
　　のものであり，本稿が扱う1960年頃において同様であったか否かは
　　不明である。
注2：表の縦の項目における「特許2件（以上）実施」の「（以上）」は，
　　カテゴリー1について該当するものである。
以上のことから，IBMは特許を非常に重要視し，基本方針として定めていたことがわかる。各
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方針について，それがいつ定められたかについては明らかでないものもあるが基本的には1980年
代後半までのものについては，特許部門創設時からほぼかわらぬものと推察され，IBMの特許戦
略として活用された。
　（2）1950年代のIBMのコンピュータ特許
　戦後，米国からの特許出願には工業所有権戦後措置令による優先権があり，戦中戦後の古い特許
が書き直され我国に出願された。発明の時点は古いまま，特許請求の範囲がその後の進歩に合わせ
て変えられたものが存在したといわれる。
　こういった状況下，1955年4月に「電子計算機調査委員会」が電波技術協会に設立された20。当
委員会では，国内のコンピュータ使用状況や米国の新しいコンピュータについての調査やIBMな
どの先進企業が持つ特許の調査をし，いくつかの問題点を探し出して意義申立てを行った。
　電子計算機調査委員会が最も重大かつ問題な特許の一つとして取り上げたのが「電子的装置に関
する改良」というタイトルの特許である21。この特許は，アキュムレータと記憶装置をもつすべて
のコンピュータがこの請求範囲に入ってしまうというものである。米国特許公報に見られる原特許
は，単にPCS電子会計機の改良に関するものである。同特許に関しては，異議申し立てにより原
特許に近い請求範囲に訂正することができたが，重要ないくつかの特許で有効なまま残されたもの
も存在した22。
　IBMでは，1960年当時，国内外に約5，000件のコンピュータ関連特許を確立していたといわれ
る。そこには，日本メーカーがコンピュータの商用化を行う上で必ず抵触せざるをえない基本的な
技術に関する特許（基本特許）が含まれており，主要な回路特許だけでも，公告中のものを含める
と40件以上あった。この事態について国内メーカー各社が数ヶ月にわたって共同で検討した結果，
IBM特許を避けて通ることはかえって経済的に不利であるとういう結論に達した。　IBMの特許の
うち，どの特許を使用したいかについてはメーカーによって異なったが，5～18件程度の特許を使
用したいという希望がメーカーから上がった。その内容は，計算機回路の改良，記憶装置，磁気
テープ装置から入出力装置など広範囲にわたっていた23。表3はIBMによって1960年までに出願
された主な特許である24。特許掲載公報の内容から，全て国内メーカーにとって問題の基本特許と
考えられる。一つの例として，表3中に「特公昭37－12451第306681号事務機械」という78頁に
わたる膨大な特許がある。特許掲載公報における「発明の詳細なる説明」では「本発明は事務機械
に関するものであり，更に詳く言えば，多くの型の計算応用に適する比較的簡単で安価な配置を持
つ事務機械に関連する」25とされており，訂正されることなく残された基本特許と推察される26。
　以上のように，IBMが日本に登録している特許には，国内コソピュータ・メーカーの開発した
製品が抵触してしまう基本特許が複数存在したことが推測できる。
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表3　1960年までに出願されたIBMの特許
特許番号 タイトル 特許公報頁数 優先国主張
特公昭32－1901（第233432号）
特公昭34－7751（第299541号）
特公昭35－9257（第269034号）
特公昭36－6965（第285018号）
特公昭37－12451（第306681号）
特公昭38－2460（第310108号）
特公昭38－5605（第410511号）
特公昭38－9655（第412135号）
特公昭38－11356（第415019号）
特公昭37－11556（第404672号）
特公昭37－15653（第406564号）
計数データの記録装置に関する改良
二進式加算器に関する改良
イソパルス発生装置
作表機構
事務機械
算術演算を行うための計算装置
印字機装置
記録給送装置の制御装置
文字認知装置
記憶装置系
印刷機検査装置
??????????
???
?
米国　1951．11．23
米国　1954．1．26
仏国　1956．3．20
米国　　　一
米国　1957．5．17
仏国　1958．11．6
米国　1959．10．5
米国　1959．10．22
米国　1959．11．12
米国　1959．11．27
米国　1959．12．29
出典：『特許公報』特許庁が運営する特許電子図書館（IPDL，　http：／／www．ipld．jpo．go．jp／homepg．ipd1）によ
　　　って閲覧
　（3）旧M基本特許契約に至るまで
　1950年代の終わり頃には，国内コンピュータ・メーカー各社はコンピュータを商用化する段階
まで到達していたが，IBMが日本国内に登録していたコンピュータに関する基本特許に抵触し，
製造することができない状況にあった。なぜなら，前述したように，IBMは当時基本的には自社
の特許・ノウハウなど技術的な資産は他社には公開せず，その子会社は100％IBM出資を原則と
し，子会社に自社の特許・ノウハウなどを独占的に与えるという方針を展開していたためである。
そのため，当初，メーカー各社はIBMに直接技術提携を申し入れることを試みたがいずれも快い
回答を得ることはできなかった。
　一方，日本IBMは，前述のとおり，外貨送金ができなかったため，外資法による法人としてロ
イヤリティや配当金の送金ができるようIBM／WTCとの間で技術提携契約を結び，通産省に申請
したが諸規定から許可がえられなかった。
　通産省は，IBMからの技術提携の申請を受けて，日本企業との折半出資による合弁企業設立を
提案したがIBMは前述のワールドポリシーに反するとしてこれに応じなかった。
　その間，メーカー各社ならびに日本電子工業振興協会らが基本特許に関する調査をし，その結果，
IBMの基本特許の実施権が必要という結論に達したため，通産省とIBMの間で交渉されることと
なった27。
　通産省が交渉に入る以前に，国内メーカーがコンピュータ基本特許問題に関して行った努力には
次のようなものもある。コンピュータの製造に関わる基本特許は，IBMだけではなくレミントン
・ランドも押さえていた。したがって東芝では，IBMではなくレミントン・ランドから技術導入
をするために，東芝とレミントン・ランドによる合弁会社「日本レミソトソ・ユニパック」を設立
した。同社は，レミントン・ラソドの出資比率が30％，東芝が20％，三井グループが50％で，日
本側の出資比率が高いことから，外資法の条件をクリアしていた。しかし，レミソトン・ランドか
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らの技術導入計画は，IBMとレミントソ・ランドがお互いのコソピュータ特許についてクロスラ
イセンス契約を結んでいたため頓挫した。そのクロスライセンス契約には「外国企業と提携を結ぶ
場合には，50％以上の出資を必要とする」という条項がもりこまれていたためである28。つまり，
日本において合弁会社を設立するには，外資法の観点から日本側51％以上の出資が条件となるが，
IBMとレミソトン・ラソド間で結ばれたクロスライセンス契約の条項により，レミソトソ・ラソ
ドが50％以上の出資比率を持たなければ，外国企業と提携を結んではいけないことになっていた
ためであった。このことから実施権の交渉はIBMに絞られた。
　通産省とIBMにおける交渉では，通産省からは重工業局電子工業課長の古沢実と課長補佐の平
松守彦，IBMからはIBM副社長のJ．　W．バーケンシュトックが臨んだが，話し合いは長い間平行
線に終わった。
　通産省はやむなくIBMが特許の使用を国産メーカーに認めることを条件に，　IBMから申請され
ていた外資法の特例扱いを認可し，外貨送金を認めることにした。国内メーカーを待たせるのにも
限界がきていたためである。それにより交渉は順調に進んだが，1960年4月の調印当日，IBMが
突然通産省に，発表したばかりの小型コンピュータIBM1401について日本国内で製造販売するこ
とを許可するよう新たな要求を追加した。これにより交渉は白紙に戻った。通産省としては，製品
の輸入でなら関税や輸入枠の設定などで市場にIBM製のコソピュータが大量に出回ることを防ぐ
ことできると考えていたため，IBMに国内での製造を許すわけにはいかなかった。　IBMには1956
年に外資法の特例措置を求めた段階ですでにコンピュータの現地生産を行う意思があったとみら
れ，加えて，コンピュータの需要がPCSを越すことは時間の問題であり，日本国内での製造を強
く希望していたと考えられる29。
　しかし，結果として，1960年8月基本特許契約が締結された。IBMの要求は認められ，　IBMの
特許は国内メーカーに実施権が与えられることとなった。1960年8月30日IBM副社長バーケソシ
ュトックと佐橋通産省重工業局長との間で基本的了解が成立した。この後外資審議会に申請し，正
式に認可されIBM基本特許問題に終止符が打たれた30。
　（4）契約内容
　1960年8月30日に通産省とIBMの間で技術提携交渉が合意に達したことは，翌日，新聞各社で
一斉に報じられた31。そして，1960年11月20日，外資審議会で日本IBMとIBM／WTCの技術援
助契約が承認され，12月20日付外資法認第1669号をもって正式に認可され，1961年1月1日から
発効された32。
　IBMによる国内コンピュータ・メーカーへの特許公開について，日立製作所（以下，日立），東
京芝浦電気（以下，東芝），日本電気（以下，NEC），富士通信機製造（以下，富士通），沖電気工
業（以下，沖電気），松下電器産業（以下，松下），三菱電機（以下，三菱），北辰電機製作所（以
下，北辰電機）の8社は，1960年11月，IBMとの間に技術提携契約の仮調印をし，政府に認可を
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申請，日本IBMとIBM／WTC間の技術援助契約認可と同時に外資審議会の許可を得た。契約の
大綱は次の通りであった。（1）契約内容は電子計算機の製造に関する特許使用の相互許諾。（2）対象品
目は電子計算機本体とシステムおよびその構成部品。（3）特許料率は本体とシステムは販売額の5
％，部品は1％。（4）期間は5ヵ年。この特許公開に関する契約には，コンピュータの製造特許権に
限られ，ノウハウはいっさい含まれていない。やや遅れて東京電気音響，芝電気，横河電機製作所
の3社もIBMとの技術導入契約を結んだが，これらは特定の装置・部品の特許に関するものであ
った33。
　日本IBMとIBM／WTCにおける技術援助契約の大綱は次のとおりである。「（1）［特許実施権］
WTCは日本ア・イ・ピー・エムに対し，　IBMの日本特許に包含されるWTC製品を製造し，他に
製造せしめ，使用し，賃貸し又販売する非排他的にして非譲渡的な実施権を許諾する。（2）［ノウハ
ウ］日本IBMに前述の許諾された実施権の行使を補助し，かつWTC製品の製造，使用及び賃貸
又は販売の面で日本IBMを援助するため，　WTCは日本IBMに対し，　WTC製品の開発製造，応
用及び商業的運用，拡布，使用，維持及びサービスについての技術老のサービス，専門技術的機械
工学的知識及び技能，経験及びノウハウを提供，利用させることに同意する。ただし，かかる技術
援助は資金面，販売面又は経営面の助言と援助を含まない。日本アイ・ピー1エムは，郵送費，運
送費及びこれに類する諸費用，関税等を支払い，かつ又WTCにより提供される技術老の日本滞在
中の旅費及び生活費を支払うものとする。（3）［クロスライセンス］日本アイ・ピー・エムは，
WTCに対し，その特許実施権を許諾し，かつ日本IBMの所有し，管理する発明について，日本
以外の国において特許を出願及び取得する権利を付与する。（4）［ロイヤリティ］日本ア・イ・ピー・
エムは，本契約の条項の対価として，日本国においてデータプロセッシング製品の販売，サービ
ス，賃貸，据付けに対して，毎月得意先に請求する総合計金額から，払戻し金及び割引金額を差引
いた料金総額の10％に相当するロイヤリティを1ヶ月毎に支払うことに同意する。」34というもの
であった。
　（5）基本特許契約がもたらしたもの
　IBMとの基本特許契約締結後，国内メーカー各社はコソピュータの製造・販売に着手した。一
つの山を越え，新たにIBMの強みであるレンタル制に対する対策を講じるため，国産メーカー7
社は「日本電子計算機株式会社（JECC）設立に尽力を注いだ35。それと同時に，富士通を除く各
社はIBM以外のコソピュータ・メーカーと技術援助契約を締結していく。これは，一っには，
IBMとの契約が実施権のみのものでノウハウの提供が含まれていないためであり，またソフトウ
ェアに対する技術的な弱さを克服するためともいわれた。
　日本IBMについては，　IBM／WTCの技術援助契約が認可されたことにより，日本IBMは
IBM／WTCヘロイヤリティの外貨送金を毎月行えるようになった。しかし利益の送金は依然とし
て禁じられていたため，日本IBMは，従来の積み立てていた利益配当分を資本金に組み入れ初の
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大幅増資を行った（表4）。
表4　日本旧Mの資本金の推移
　　　　　　　　（単位：円）
年度 資　本　金
1937
1950
1960
1961
1963
1964
1965
　　500，000
　29，800，500
　119，202，000
　476，808，000
1，907，232，000
6，675，312，000
13，016，858，400
出典：日本経営史研究所編『日本ア
　　イ・ピー・エム50年史』206頁
　コンピュータの製造が許可されたことを受けて千鳥町工場36でその準備が着手された。コンピュ
ータの製造について，通産省からは次のような条件が付けられていた。（1）製造開始の時期を2年
間待つこと，（2）できるだけ国産の部品を使用すること37，である。製造開始を2年待つことについ
ては，国産メーカーの生産を先行させるための措置であった。そのため，日本IBMが日本国内で
コソピュータ生産を開始したのは1963年6月で，IBM144038が製造された。　IBM1440は前年の
1962年に発表され，1963年4月に日本IBMはその国産化を発表，千鳥町工場にて完成された1号
機は塩野義製薬に納入された。また，千鳥町工場で生産されたPCSとIBM1440は，当初から海外
のIBMへも供給されることとなっていた。　IBM1440の場合，3分の2を輸出に向ける計画で，
1964年の国内向け初出荷につづいてグアテマラへ輸出された39。国内販売が政府の国産優遇政策に
よって制約されていたため，輸出は量産効果と売上げ増加への活路であった。
4．他国との比較
　前節ではIBMとの基本特許契約について詳述したが，他国で同様の問題が起きなかったのはな
ぜだろうか。以下では，他国の状況を踏まえ比較検討したい。
　（t）ヨーロッパの特許制度
　1950年代後半から60年代において，ヨーロッパ各国でのIBMのシェアは高く，主要企業でも
IBM対抗機を製造していた。ヨーロッパの主なコソピュータ製造企業には，・イギリスのICL，フ
ラソスのマシン・ブル，ドイツのシーメンスが存在した40。これらの国や企業には，日本と同様の
問題，つまりIBMの基本特許に抵触して製造・販売ができないという問題は起きなかったようで
ある。それはなぜであろうか。
　仮説として，独自技術を使うことにより異なった技術を採用したためIBM特許は必要なく特許
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への抵触もなかったということが言えるが，IBM特許が日本で登録されていたものと同様のもの
であれば，その範囲から考えて抵触せさるをえないと考えられる。このことから，日本で許諾され
ていたような広範な基本特許は登録されていなかったと考えれば，基本特許問題は生じないであろ
ういう仮説が立てられる。1900年代初頭の電球産業における特許に関する文献によると，「ドイッ
など大陸諸国では広い基本的な特許請求範囲を承認することをためらったからである。したがっ
て，ヨーロッパではアメリカで成立したような強力な基本特許は成立せず」41とあり，ヨーロッパ
では，広範な基本特許の請求を承認しなかったということだが，このことがヨーロッパの特許登録
の全般に言えるならば，ヨーロッパでは特許における審査制度が日本と異なっていたため同様の事
態にはならなかったと推測することができる。しかしながら，50～60年後でもその制度的状態が
続いていたと証明できる資料を現段階では示すことはできない。また，ここでいわれる「ドイッな
ど大陸諸国では」とは具体的にどこの国を指すのか，また例外的な国がどのくらい存在するかも明
らかにしなければならない。例えば，ドイッは審査主義でありフラソスは無審査主義であるという
違いからも，簡単にヨーロッパをひとくくりにはできず，さらなる考察が必要である42。
　（2）ヨーロッパの技術援助契約
　なぜIBMは，日本に対して特許公開を許したのだろうか。一つには通産省と各メーカーの強い
思いと交渉内容が結果を出したといえるだろう。しかし，それだけならIBMを動かすことはでき
なかったはずである。そこには，やはり日本特有の事情があったと考えられる。以下では，当時の
技術導入について，日本とヨーロッパ各国の制度比較をする43。
《日本の技術導入》
　日本の技術導入には，①甲種技術援助契約（長期契約）と②乙種技術援助契約（1年以下，短期
契約）の2種類がある。本稿は甲種技術援助契約に関係する議論である。①は外資法，②は外国
為替管理法によって許認可を受ける。技術援助契約の許可およびその対価の送金は経常取引とさ
れ，証券投資等資本取引とは区別された。甲種技術援助契約は，積極的認可基準44と消極的認可基
準により外資審議会の意見を重視して，主務大臣がこれを決定した。これに対し，乙種技術援助契
約は乙種のような厳重な審査は行わず，積極的認可基準もなく，形式的審査によって主務大臣が決
定した。
《アメリカの技術導入》
　アメリカにおける技術導入は極めて自由であり，日本の外資法のようなものもなく，産業調整の
ために技術導入制度を運用することもない。アメリカでは技術導入による支払いは技術輸出による
受取りに比べ非常に少ない。
《イギリスの技術導入》
　イギリスでは，為替管理上，技術援助契約という特別の概念はなく，特許権・意匠権等に関する
支払いの形式で経常取引の一つとして取り扱われ，対価支払い契約の締結は為替管理法で許可され
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ている。この管理法上の許可によって，契約の有効期間中は，公認為替銀行を通じ自由に対価の送
金ができた。契約締結にともなう許可申請は公認為替銀行を経由して英蘭銀行に提出され，英蘭銀
行が許可を行い，その審査は，支払い方法が適正であるかどうかといった英国為替管理上の要請を
満たしているか，資本逃遅を図ったものではいかどうかについて行われ，許可は自由に与えられて
いる。
《フランスの技術導入》
　フラソスの技術援助契約は，一般的には経常取引として資本取引とは区別して扱われ，その許可
には，日本の外資法のような特別な法律はなく外国為替取扱所で行われた。許可の決定は技術内容
に応じて関係各省で，重要なケースは大蔵省の意見を聴取したが，特別な委員会はなく審査基準に
ついては特に明文化されていない。全般的に自由に処理され，特に支障のないものは許可された。
ロイヤリティ等の送金は，形式的に銀行を通じて外国為替取扱所により申請され，ここで許可され
るが，実質的には契約の許可は送金保証を意味した。
《西ドイツの技術導入》
　技術導入による対価の送金は経常役務取引として扱われ，資本参加，証券投資等資本取引の形を
とる外資導入とは区別された。役務取引の管理規定は，対外経済法回章第23／58号に集められてお
り，技術導入の唯一の制限がこれに規定されていた。この唯一の制限とは，戦時中外国政府等によ
って接収されたドイツの特許権，意匠権，および商標権等の工業所有権をドイッ人またはドイッ企
業が有償で再取得する場合は個別許可を要するとしたもので，為替管理上の制限ではない。これ以
外は自由であり，日本の外資法で規定している認可や認可基準のようなものはなかった。また，技
術導入の対価の送金は自由で，一定の技術導入の対価の送金を保証する必要はなかった。
　（3）その他の日本特有の事情
　以上のことを整理すると，日本の特許制度は，米国からの特許出願における工業所有権戦後措置
例による優先権やその制度的理由から，ヨーロヅパ各国とは異なる事情を有し，IBMの広範な基
本特許が登録されていたという事実があった可能性がある。また，技術導入やそれにともなう外貨
送金に関して，欧米各国とは異なり著しく厳しい規制がしかれていた。そして，もう一つの日本特
有の事情として，IBM製品の製造の問題がある。日本国内でのIBMの活動は，販売と保守程度に
留められていたが，ヨーロッパ諸国では初期の段階から特別な摩擦もなくIBM製品の生産が行わ
れた45。当初は日本市場を軽視していたIBMであったが，徐々に日本のコンピュータ市場が拡大
していったため，IBMはワールド・ポリシーを曲げて特許実施権を国内メーカーに与えてもロイ
ヤリティ等の外貨送金と日本国内での製品製造を実現したかったと考えられる。
4．おわりに一まとめと今後の課題一
本稿の課題は，日本のコンピュータ　メーカーとIBMにおいて結ばれたIBM基本特許契約の
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詳細を，なぜ他国では同様の契約を結ぶに至らなかったのかという関心から，明らかにすることで
あった。
　IBM基本特許問題について要約すると，日本では，通産省の粘り強い交渉によりIBMの基本特
許は公開された。日本のコンピュータ産業の発展には，この問題が成功裡に解決されたことが大き
な要因としてあげることができ，通産省の果たした役割は大きい。当時，IBMは各国に強い技術
力ならびに競争力を保持しており，その競争力の源泉はさまさまな戦略によるものであったが，そ
の中の一つである特許戦略も極めて重要なものであった。もし，日本において特許契約が妥結しな
かったなら，国内メーカーはIBMの特許に抵触しない技術に迂回する道を模索することとなり，
さらに時間的・経済的な負担がかかった。そのため，コンピュータ事業自体が挫折した可能性もあ
っただろう。
　本稿のもう1つの課題は，ヨーロッパ諸国との比較により「日本特有の事情」を考察すること
である。それについてまとめると，主に3点にまとめられる。第一に，日本とヨーロッパ諸国と
の特許制度上の違いであるが，IBMが広範な基本特許を登録していたのに比べ，ヨーロッパでは
そういった特許の登録を避ける傾向があった。これについてはまだ仮説の域にあり更なる調査を要
する。第二に，外貨送金と絡んだ技術援助契約の許認可制度が，日本ではヨーロッパ諸国と比べて
著しく厳しいものであったことである。第三に，IBM製品の製造体制の問題で，主要ヨーロッパ
各国では早くからIBMの製品を製造していたが，日本ではそうではなかった。　IBMは，1950年
代後半以降の日本のコンピュータ市場の拡大から，日本で製造を開始することを強く希望するよう
になった。
　最後に，未だ仮説の域にあるヨーロッパの特許制度を解明することと，ヨーロッパのみならず，
IBMとレミソトソ・ラソドを除く米国のコンピュータ・メーカーであるGEやハネウエルは，
IBM特許に対しどのように対応してコンピュータ製造を行っていたのであろうか，ということに
ついては今後の課題としたい。
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